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申し入れ書

７月１７日、「志賀原発直下に活断層か」と新聞各紙に大きく報じられました。さっそく同日、

原子力安全・保安院で地震・津波に関する意見聴取会が開催され、委員からは国の安全審査におい

て活断層が見落とされたことに対する批判や再調査を求める厳しい意見が相次ぎ、結局、原子力安

全・保安院は、翌１８日に、北陸電力に対して再調査の実施を指示せざるを得なくなりました。

いま問題になっているＳ-１断層は、新たに発見されたわけではなく、1988年１２月１日に提訴

された志賀原発１号機の差止め訴訟においても活断層である可能性が指摘されていました。もし敷

地内の活断層が当初からきちんと評価されていれば、そもそも志賀原発は設置が許可されず、建設

されなかったはずです。

７月３０日、１号機の安全審査中（1987～88年）に北陸電力が当該断層の追加調査を二回にわた

り実施していたことが明らかになり、当時の安全審査でなぜ「活断層ではない」との結論に至った

のか、なぜ活断層の疑いが見逃されたのか、「国はその経緯を検証し結果を公表する責務がある」

と指摘されるような事態になっています。

もしＳ-１断層が活断層であることが確認されれば、志賀原発は設置許可が取消されることにな

り、必然的に廃炉になります。安全審査の過程に重大な過失があった可能性があるわけですから、

設置を許可した国も当然、責任を問われることになります。原子力安全・保安院による再調査の指

示は当然のことですが、保安院はこのＳ-１断層を今まで問題視してこなかったことに対して何ら

責任を認めておらず、反省の言葉もまったくありません。

さらに、再調査の指示を受けた北陸電力は、１９日の記者会見で堀祐一副社長兼原子力本部長が

「耐震安全上、問題になるものではない」と従来の見解を繰り返し、「立地不適格や廃炉となる可

能性はまったくないと考えている」と、調査をする前から早々と結論を述べています。

北陸電力は1999年６月１８日に臨界事故を起こしながら、その後８年間にわたり、会社ぐるみで

その事実を隠してきた前科があります。このような北陸電力が実施する再調査では、活断層調査で

はなくて活断層を隠ぺいするための調査になるのではないかと、危惧せざるを得ません。北陸電力

が実施する調査結果を、今まで活断層を見逃してきた国が審査して評価するのでは、不都合なデー

タの隠蔽やデータの捏造が繰り返される可能性があります。そのような事態を防止するためには、

調査の方法や、調査結果の分析・評価に関して第三者がきちんとチェックできるような仕組みをつ

くることが不可欠です。

志賀原発において、福島のような原発震災を二度と起こさないようにするために、私たちは、以

下の事項を申し入れます。



申し入れ事項

１．志賀原発の再稼働を認めず、廃炉を求めていく方針を明確にすること。

２．国に対して、志賀原発1号機の安全審査の過程で「Ｓ-１断層は活断層ではない」との結論に至

った経緯について、速やかに検証を実施し、責任の所在を明らかにするとともに、検証結果の公

表を求めること。

３．安管協の下に地震・耐震問題を徹底議論する専門委員会を設置すること。委員には「原子力村」

から一線を画して活動・研究してきた学者、および変動地形学の専門家を必ず入れること。

４．専門委員会には第三者的機能をしっかりもたせ、下紀事項について審議し、また取り組むこと。

（1）北陸電力が実施する志賀原発敷地内の再調査について、その手法や評価結果をチェックし、

調査への立会や必要な是正措置も求め、断層の活動性の有無について徹底的に調査すること。

また、Ｓ-１断層のＳ-２～８断層への影響評価、連動の可能性等についても検討すること。

（2）北陸電力の調査、石川県（安管協を含む）による検討、国による安全審査など、過去に行な

われた活断層調査の詳細やその評価に係る資料や会議録を検証し、Ｓ-１断層が見落とされた経

緯、その原因と責任の所在を明らかにすること。

（3）過去の断層調査に係る議事録や資料、安全審査に関与した専門家の名前を公開すること。

５．志賀原発の廃炉に向け、下記事項について検討を進め、国や北陸電力に対して必要な要請行動

をおこなうこと。

（1）国に対し原子炉等規制法の改正により、安全審査において活断層の見落とし等の重大な過失

があった場合の設置許可取消措置、および原発の運転停止命令や廃炉命令の規定を明確にする

よう求めること。

（2）国および北陸電力に対して、使用済み核燃料プールの安全対策や廃炉工程の策定、使用済み

燃料のより安全な保管方法について検討を開始するよう求めること。

（3）廃炉工程の期間中における原子力災害の危険に備えるため、実効性ある原子力防災態勢を確

立すること

（4）志賀町など原発財源に依存してきた自治体の財政計画の見直しに協力し、必要な措置を国に

求めること。

（5）再生可能エネルギーの導入促進に向けて取り組みを加速すること。

以 上


